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あらまし 本稿では、アプリケーションシステムを通常時はオンプレミス型プライベートデーセンタで稼働させ、計

算リソース要求が増加した時にパブリックデータセンタへスケールアウトするという、ハイブリッドクラウドでのク

ラウドバースティングを対象とする。アプリケーションへのリクエストトラヒック量を予測し、応答制約を満たす最

小の計算リソースを、逐次、各データセンタに配備することができれば、応答性能を保ちつつ全体コストを低減させ

ることが可能になる。ハイブリッドクラウドの全体コストモデルを提案し、実観測データを利用して ARIMAモデル

によるリクエストトラヒック予測を行い評価を行った結果、本稿の設定条件下では、プライベートデータセンタのみ

の処理に比較してハイブリッドクラウドでは全体コストが約 1/2に低減できることを示す。さらに、応答制約を満た

さないタイムスロットの割合と全体コストはトレードオフの関係にあることを示す。
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Abstract In this report, we focus on the cloud bursting scenario of hybrid cloud systems, in which an on-premise

application system runs in a private data center and bursts into a public data center when total demand surpasses

the private data center capacity due to demand spikes. In this scenario, we can reduce the total cost of an appli-

cation system in the hybrid cloud environment (called a hybrid cloud system) and meet response time constraints,

as long as we can successively predict the demand for the system and deploy minimum computing resources for

maintaining the constraints in advance. Through numerical simulations with demand prediction using ARIMA

model, we evaluated the total cost and response time of a hybrid cloud system. Under our settings, the total cost

decreased by about 50% compared to the case of the application system deployed in a private data center alone.

We also showed a trade-off between the ratio of time slots exceeding response time constraints and the total cost.

Key words hybrid cloud, data center, traffic prediction, total cost, response time constraint

1. は じ め に

広域ネットワークの広帯域化を背景に、オンプレミス型プラ

イベートクラウドとパブリッククラウドを組み合わせてアプリ

ケーションシステムを構成するハイブリッドクラウドが普及し

つつある [1]。このシステムは、セキュリティ・コンプライアン



ス問題 [2]に対しては従来型のプライベートデータセンタの利

用により回避しつつ、計算リソース要求の急激な増加に対して

はパブリックデータセンタを利用するといったユースケースな

どで利用される。このユースケースにおいて、計算リソースを

定常的にプライベートデータセンタに配備し、リソース不足時

にパブリックデータセンタへスケールアウトを行う方式をクラ

ウドバースティングと呼ぶ [3]。本報告では、このクラウドバー

スティングを対象し、プライベートとパブリックの各データセ

ンタ間の負荷分散を適切に行うことで、サービスレベルを守り

つつ全体コストを最小化することを目的とする。なお、以降で

は、ハイブリッドクラウドを用いて配備したアプリケーション

システムをハイブリッドクラウドシステムと呼ぶ。

クラウドバースティングの実現に向けて、商用などの製品で

は、計算リソースの CPU利用率などの監視機能や、仮想サー

バのスケールアウト機能などの基本機能が利用可能である [4]。

しかし、いつ、何を基準にパブリックデータセンタの計算リ

ソースを利用するかといった運用方針は、管理者に任されてい

る。一方、クラウドバースティングの自動化に向けた研究は、

大規模アプリケーション処理の投入量を把握しながら制御を行

う反応型制御と、大量の小規模アプリケーション処理のリクエ

スト量を逐次に予測しながら制御を行う予測型制御に大きく分

けられる。前者の例として、大規模な並列数値計算アプリケー

ションを対象に、数 10分～数 10時間のジョブ完了時間の制約

を守るよう実行時間を推定しながらプライベート／パブリック

データセンタの計算リソース選択・スケジューリングを行う方

式が提案されている [5], [6]。また、後者の例として、企業アプ

リケーションに対して負荷を予測しながら仮想サーバの移行コ

ストを最小化するようアプリケーション配備位置を決定する方

式 [7]、ビデオストリーミングを対象にリクエスト受信率を推定

しデータアクセス負荷 (キャッシュ利用)やレプリケーション負

荷を最小化するようデータを分散配置する方式 [8]、生産システ

ム向けウェブサービスを対象に仮想サーバの利用率が一定以下

になるように制約を設けながら全体コストを最小化する方式 [9]

が提案されている。本稿では、エンドユーザが対話的に利用す

るウェブシステムを対象とし、上記後者の制御方式を評価する。

文献 [9]と同じく全体コストを最小化するプライベートおよび

パブリックデータセンタの計算リソース量を評価するが、対話

型アプリケーションであることからシステム応答時間を制約と

し、さらに、リクエスト変動量が大きいことを考慮し、リクエ

スト受信率の予測誤差が全体コストやシステム応答時間へどの

ように影響するかを評価する。

以下、本稿では、クラウドバースティングにおける全体コス

トとシステム応答性能の最適化を図る。まず、ハイブリッドク

ラウドシステムの概要を示し、各データセンタに配備する仮想

サーバ台数を決定する運用シナリオを説明する。次に、評価モ

デルとして、リクエスト受信率の予測方式、リクエスト応答時

間の推定方式、全体コストの算出方式について説明する。さら

に、実アプリケーションシステムの観測データを用いて評価を

行い、ハイブリッドクラウドシステムのコスト優位性、リクエ

スト受信率予測誤差に起因する応答制約を満たさない時間区間

図 1 ハイブリッドクラウドシステムの構成

の比率と全体コストのトレードオフの関係を示す。

以下，2.章ではハイブリッドクラウドシステムの構成と運用

シナリオを説明する。3.章において評価モデルを構築し、4.章

では実システムを想定した全体コストと応答性能の評価を行う。

最後に 5.章で本稿のまとめと今後の課題を述べる．

2. システム構成と運用シナリオ

ハイブリッドクラウドシステムの概要を図 1に示し、主な変

数・定数の表記を表 1に示す。パブリックデータセンタに関連

した変数は ′ を付す。また、変数の推定値を表す場合はˆを付し

て表す。例えば変数 Λt の推定値は Λ̂t と表記する。図 1に示す

ように、ハイブリッドクラウドシステムは、プライベートデー

タセンタにおいて物理サーバから切り出した仮想サーバ、広域

ネットワーク経由で接続するパブリックデータセンタから借用

した仮想サーバ、および、各データセンタにリクエストを振り

分けるためのロードバランサから構成される。なお、各データ

センタのデータストレージは常に同期しているとする。

本稿のハイブリッドクラウドシステムの運用では、パブリッ

クデータセンタの計算リソース課金時間周期にあわせて仮想

サーバ台数の制御時刻単位を設定する。以降では、代表的なパ

ブリックデータセンタ [10]の課金時間周期である 1時間にあわ

せ、制御時刻単位を 1時間と設定する。なお、この制御時刻の

間隔をタイムスロットと呼ぶ。

サービスレベルの指標としてシステム応答時間を用い、タイ

ムスロット tの応答時間分布の qパーセンタイル値 rqt , r
′q
t を事

前に推定しながら r̂qt ≤ R、r̂′
q
t ≤ Rとなるように、各データセ

ンタの仮想サーバ台数を設定する。本稿では、全体コストを最

小化するために、仮想サーバ台数を応答制約を守ることが可能

な最小限の台数にまで削減することを基本方針とする。以下、

ハイブリッドクラウドシステムの運用シナリオを説明する。

step 1: プライベートデータセンタの最大処理性能、つまり、

mmax 台の仮想サーバで処理可能なリクエスト受信率 λmax を

算出する。このリクエスト受信率 λmax は、仮想サーバ台数

mmax のときに r̂qt = Rとなる値である。

step 2: タイムスロット tにおいて、過去の観測値に基づきタ

イムスロット t+ 1におけるハイブリッドクラウドシステム全

体のリクエスト受信率の推定値 Λ̂t+1 を算出する。

step 3: Λ̂t+1 ≤ λmaxであれば、全リクエストをプライベート



表 1 主な変数・定数の表記

Λt, λt, λ′
t タイムスロット t における、ハイブリッドクラウド

システム全体／プライベートデータセンタ／パブ

リックデータセンタでの各リクエスト受信率 (タイ

ムスロット t での平均値) (Λt = λt + λ′
t)

λmax プライベートデータセンタで処理可能なリクエスト

受信率最大値

µ プライベートデータセンタおよびパブリックデータ

センタの仮想サーバ 1台あたりのリクエスト処理率

mt,m′
t プライベートデータセンタ／パブリックデータセン

タにおいてタイムスロット t に稼動している各仮想

サーバ台数 (mt ≤ mmax)

mmax プライベートデータセンタに配備可能な仮想サーバ

台数最大値

rqt , r
′q
t プライベートデータセンタ／パブリックデータセン

タにおけるタイムスロット t の各応答時間分布の q

パーセンタイル値

R 応答時間のしきい値

図 2 リクエスト振分け方式の概要

データセンタで処理可能である (図 2、ta)。各データセンタへ

のリクエスト受信率を λ̂t+1 = Λ̂t+1、λ̂′
t+1 = 0と推定する。こ

れに従い、mt+1 をリクエスト受信率 λ̂t+1 に対して r̂qt+1 = R

となる台数に設定し、m′
t+1 = 0と設定する。

step 4: Λ̂t+1 > λmax であれば、タイムスロット t+ 1におい

て、プライベートデータセンタの処理性能以上の負荷をパブ

リックデータセンタに転送する (図 2、tb)。各データセンタへ

のリクエスト受信率を λ̂t+1 = λmax、λ̂′
t+1 = Λ̂t+1 − λmax と

推定する。これに従い、mt+1 = mmax とし、m′
t+1 はリクエ

スト受信率 λ̂′
t+1 に対して r̂′

q
t+1 = Rとなる台数に設定する。

step 5: タイムスロット tから t+ 1に切り替わるときに、プ

ライベートデータセンタにおいて mt+1 −mt 台の仮想サーバ

を起動あるいは停止する。同様に、パブリックデータセンタに

おいてもm′
t+1 −m′

t 台の仮想サーバの起動または停止を行う。

step 6: タイムスロット t+ 1においては、プライベートデー

タセンタとパブリックデータセンタのリクエスト受信率の比率

が λ̂t+1 : λ̂′
t+1 となるようにリクエストを各データセンタに振

り分ける。以降、step 2に戻り処理を繰り返す。

3. 全体コスト評価モデル

全体コスト評価モデルとして、リクエスト受信率の予測、シ

ステム応答時間分布の推定、全体コスト算出について説明する。

3. 1 リクエスト受信率の予測

タイムスロット tにおけるハイブリッドクラウドのリクエス

ト受信率 Λtを、季節変動 (周期性)を考慮したARIMA(自己回

帰和分移動平均) モデル ARIMA(p, d, q) × (P,D,Q)s [11] で

表し、タイムスロット t+1のリクエスト受信率 Λ̂t+1 を予測す

る。Λt は、ARIMA(p, d, q)× (P,D,Q)s により、過去のデー

タと誤差、および、過去の周期におけるデータと誤差の線形和

として表される。ラグ演算子 B を BΛt = Λt−1 と定義すると、

次のように表される。

(1)

(
1−

p∑
i=1

ϕiB
i

)(
1−

P∑
j=1

ΦjB
js

)
(1−B)d(1−Bs)DΛt

=

(
1 +

q∑
i=1

θiB
i

)(
1 +

Q∑
j=1

ΘjB
js

)
et

上式の左辺第一括弧は p 次自己回帰過程、左辺第二括弧は P

次季節変動自己回帰過程、右辺第一括弧は q 次移動平均過程、

右辺第二括弧は Q 次季節変動移動平均過程をそれぞれ表し、

ϕi,Φj , θi,Θj はパラメータである。左辺第三括弧および第四括

弧は、時系列データである Λt を定常化させるための d階差分

演算およびD階季節差分演算を表す。sは季節変動の期間であ

る。また、et は誤差項であり、et ∼ N(0, σ2)となる互いに独

立な正規確率変数である。

一期先のタイムスロット t + 1 におけるリクエスト受信率

Λ̂t+1 は、(1)式において、tを t+1と置き換え、過去の観測値

Λτ (τ ≤ t)、et+1 の期待値 E(et+1) = 0を代入することで算出

する。このとき Λt+1 ∼ N(Λ̂t+1, σ
2)となる。

3. 2 システム応答時間分布の推定

本節では、プライベートデータセンタでの応答時間分布の推

定について説明する。なお、パブリックデータセンタの場合も

同様である。タイムスロット tにおけるプライベートデータセ

ンタからの応答時間 rt は、同タイムスロットでのデータセンタ

内処理時間を dt、広域ネットワークおよびデータセンタ内の伝

送時間合計を L(定数)として、

rt = dt + L (2)

と定義する。なお、プライベートデータセンタでは広域ネット

ワークに関する伝送時間は 0である。タイムスロット tにおけ

るプライベートデータセンタからの応答時間分布の q パーセン

タイル値 rqt も、同様に、同タイムスロットのデータセンタ内

処理時間分布の q パーセンタイル値を dqt として、

rqt = dqt + L (3)

と表す。プライベートデータセンタにおける処理時間の累積分

布関数を F とし、タイムスロット tのデータセンタ内処理時間

dt、リクエスト強度 ρt (ρt = λt/µ)、仮想サーバ台数 mt の関

数 F (dt, ρt,mt)として表す。データセンタ内処理時間分布の q

パーセンタイル値 dqt は、

F (dqt , ρt,mt) =
q

100
(4)

を満たす値である。F (dt, ρt,mt) は、M/M/m 待ち行列モデ

ル [12]を用いて次のように表す。なお、ウェブアプリケーショ



ンシステムは一般に非同期処理で応答を返すことを考慮し、

M/M/m待ち行列モデル [12]における待ち時間をプライベート

データセンタの処理時間とする。

F (dt, ρt,mt) = 1− πte
−mtµ(1−ρt)dt (5)

ここで、πt はタイムスロット tにおいてリクエストが処理待ち

になる確率であり、次のように定義される。

(6)πt =
(mtρt)

mt

mt! (1− ρt)

1 + (mtρt)
mt

mt! (1− ρt)
+

mt−1∑
n=1

(mtρt)
n

n!

−1

3. 3 全体コストの算出

本稿では、タイムスロット t毎にリクエスト受信率予測値に

基づいて仮想サーバ数を最小限に設定し、期間 T におけるハイ

ブリッドクラウドシステムの全体コスト TC を最小化すること

を目的とする。

Objective: minimize

(7)TC =

T∑
t=1

(
aCcap(mmax,mt) + a′C′

cap(m
′
t, λ

′
t)

+ Cope(mmax,m
′
t)
)

Subject to:

r̂qt ≤ R, (i.e., F ((r̂qt − L),
λ̂t

µ
,mt) ≤

q

100
) (∀t)　 (8)

r̂′
q
t ≤ R (i.e., F ((r̂′

q
t − L′),

λ̂′
t

µ
,m′

t) ≤
q

100
) (∀t)　(9)

目的関数 (7)の括弧内第一項はプライベートデータセンタで

の設備・装置コスト、第二項はパブリックデータセンタから借

用する装置コスト、第三項はそれらの管理コストを示す。それ

ぞれ、プライベートデータセンタでの仮想サーバに関連したコ

スト Ccap(mmax,mt)、パブリックデータセンタでの仮想サー

バに関連したコスト C′
cap(m

′
t, λ̂

′
t)、およびそれらの管理コスト

Cope(mmax,m
′
t)をもとに算出する。aおよび a′ は、各データ

センタにおいて仮想サーバに基づくコストからネットワークや

ストレージなどを含む全体コストを推定するための定数である。

なお、Ccap(mmax,mt)、C′(m′
t, λ

′
t)、Cope(mmax,m

′
t)は、タ

イムスロット当たりの値として考える。Ccap(mmax,mt) も、

レンタル／リース期間で割りタイムスロットあたりのコスト値

とする。

制約条件 (8)は、タイムスロット tにおけるプライベートデー

タセンタの応答時間分布の q パーセンタイル推定値 r̂qt がしき

い以値 R 以下となることである。これは式 (5) が q/100 以下

となるよう、応答時間分布の q パーセンタイル推定値 r̂qt とリ

クエスト受信率推定値 λ̂t をもとに仮想サーバ台数 mt を調整

することに等しい。パブリックデータセンタを対象とした制約

条件 (9)についても同様である。

プライベートデータセンタにおける仮想サーバに関連したコ

スト Ccap(mmax,mt)は次のように定める。

Ccap(mmax,mt) = Cvm(mmax) + Cpwr(mt) (10)

Cvm(mmax) =
csrv
M

mmax (11)

Cpwr(mt) = ceb

(
psrv(1− E)H(mt) +

psrvE

M
mt

)
(12)

式 (11)は、最大mmax台の仮想サーバを配備するためのリソー

スプール (物理サーバ)のコストであり、csrv はタイムスロット

当たりの物理サーバの装置コスト、M は物理サーバ当たりの仮

想サーバ台数である。式 (12) は、仮想サーバ台数 mt に依存

する電力コストであり、物理サーバのエネルギー比例特性 [13]

を仮定して求める。ceb はタイムスロット当たりの電力量料金、

psrv は物理サーバ当たりの消費電力、E はエネルギー比例係

数 [13]、H(mt)は仮想サーバmt 台を稼働させるために必要な

物理サーバの台数である。

次に、タイムスロット tにおけるパブリックデータセンタの

仮想サーバに関するコスト C′(m′
t, λ̂

′
t)は次のように定める。

C′
cap(m

′
t, λ

′
t) = c′vmm′

t + c′trfGtrf (λ
′
t) (13)

右辺第一項は、仮想サーバをオンデマンドで利用するためのコ

ストであり、c′vm は、仮想サーバ・タイムスロット当たりの利

用コストである。右辺第二項は、リクエスト推定量 λ′
t に依存

するデータ転送コストである。c′trf はデータ量あたりの転送コ

ストであり、Gtrf (λ
′
t)はタイムスロット当たりのデータ転送量

である。なお、パブリックデータセンタに接続する広域ネット

ワークのコストについては、他システムと共用、かつ、定額利

用料金と仮定して、ハイブリッドクラウドシステム固有のコス

トには算入しない。

最 後 に 、タ イ ム ス ロット t に お け る 管 理 コ ス ト

Cope(mmax,m
′
t)を次のように定める。

Cope(mmax,m
′
t) = Cope,pvt(mmax) + Cope,pbl(m

′
t) (14)

Cope,pvt(mmax) = cstfmmax (15)

Cope,pbl(m
′
t) = cstfm

′
t (16)

cstf は仮想サーバ・単位時間あたりの管理コスト (人件費) で

ある。報告者の知識・経験より、プライベートデータセンタ内

の小・中規模アプリケーションシステムについては、リソース

プール規模 (物理サーバ台数)に依存すると定める。従って、プ

ライベートデータセンタでの管理コスト (式 (15))は、仮想サー

バ台数最大値mmax に依存させる。一方、プライベートデータ

センタからパブリックデータセンタを管理するコスト (式 (16))

は、仮想サーバ稼働台数m′
t に依存させる。

4. 評 価

あるプライベートデータセンタにおける 3万人規模ユーザが

利用するウェブシステムを用い評価を行った。このシステムの

2014年 4月～8月の 4ヶ月分のアクセスログをもとに評価用リ

クエストトラヒックを作成して以下の解析に利用した。

4. 1 評価のためのシステム条件設定

システム応答時間分布の推定において、広域ネットワークと

データセンタ内の伝送時間合は、プライベートデータセンタで

L = 0.001(s)、パブリックデータセンタで L′ = 0.014(s)とし



た。また、応答制約 (8)と (9)においては、q = 95、R = 0.15(s)

として r̂95t ≤ 0.15、r̂′
95
t ≤ 0.15と設定した。

以下に、プライベートデータセンタの設定条件を列挙する。

• 物理サーバ (CPUコア数 12、メモリ 32GB) [14]の最大

数を 4とし、物理サーバ 1台あたりの仮想サーバ数M = 2(仮

想サーバ最大数 mmax = 8)とした。また、仮想サーバの処理

性能 µ = 5.5(リクエスト/s)とした。

• 物理サーバのリース期間を 4年とし、一台・タイムスロッ

ト当たりのコストを csrv = 436, 000(円/台)/(4×365×24)(h)=

12.4(円/台 h)とした。

• 物理サーバの消費電力を psrv = 550(W)、エネルギー比

例係数 E = 0.6、電力量料金 ceb = 16(円/kWh) [15]とした。

• データセンタの管理スタッフ数を仮想サーバ 100台当た

り 1 人 [16] とし、一人月の人件費をもとに、仮想サーバ・タ

イムスロット当たりの管理コストは cstf = 900, 000(円)/(30×
24)(h)/100(台)= 12.5(円/台 h)とした。

• データセンタ総額に占めるサーバの割合は約 50% [16]と

し、目的関数 (7)において a = 2とした。

次に、パブリックデータセンタの設定条件を挙げる。

• プライベートデータセンタに対応するよう仮想サー

バ (Amazon EC2, m4.xlarge インスタンス (vCPU:4、メモ

リ:16GiB) [10]) を選択した。仮想サーバの処理性能はプライ

ベートデータセンタと同じく µ = 5.5(リクエスト/s)とした。

• オンデマンドでの利用料金は、仮想サーバ・タイムスロッ

トあたり c′vm = 0.366(ドル/台 h) [10]とした。

• データ転送料金は、データ量あたり c′trf = 0.14(ド

ル/GB) [10] とした。なお、データ転送は、リクエストに対

するレスポンス、および、ストレージの同期時に発生する。

• ストレージやネットワークなど含むパブリックデータセ

ンタ利用料金総額に占める仮想サーバの割合は約 80% [10] と

し、目的関数 (7)において a′ = 1.25とした。

• 円とドルの為替レートは、1ドル=120円とした。

4. 2 リクエスト受信率の予測

予備的な解析により、リクエスト受信率の季節変動周期を 1

週間 (24×7 = 168測定点)とし、ARIMA(p, 1, q)×(0, 1, 0)168

を仮定した。リクエスト受信率に対し対数変換を行った上で、

逐次、前 2週間分のデータを用いて (p, q)値を求め 1期先のリ

クエスト受信率を予測した。ARIMAモデルの選択では、統計

解析ソフト R [17]を利用し、0 ≤ p ≤ 5、0 ≤ q ≤ 5の範囲か

ら赤池情報量基準 [11]が最小となる (p, q)を選んだ。

リクエスト受信率の予測値 (点予測 (σ = 0)) と実測値

の例を図 3 に示し、予測精度の評価結果を図 4 に示す。

図 4 は各受信率実測値に対する予測値の誤差 (平均値、5

および 95 パーセンタイル値) を示す。本稿での適用方式

(ARIMA(p, 1, q) × (0, 1, 0)168(log))に対する比較のため、対

数変換を行わない方式 (ARIMA(p, 1, q) × (0, 1, 0)168)、さら

に季節変動を考慮しない方式 (ARIMA(p, 1, q))も示している。

図 4(b)より、季節変動の考慮によりリクエスト受信率の変動

に追随できていること、さらに、図 4(a) より、対数変換によ

りリクエスト受信率が大きい場合の予測誤差を抑えられている

図 3 リクエスト受信率の予測値と測定値の例

(a) リクエスト受信率の誤差 (b) リクエスト受信率 1 階差分の誤差

図 4 リクエスト受信率の予測誤差

ことが示されている。

4. 3 全体コストと応答性能

リクエスト受信率の点予測 (σ = 0) を用い、プライベート

データセンタでの仮想サーバの配備数上限mmax をパラメータ

として全体コスト (目的関数 (7))を評価した結果を図 5(a)に

示す。なお、図 5(a) の縦軸は、物理サーバの装置コスト最大

値 (mmax = 8 のときの
∑

t aCvm(mmax)) を 1 としたときの

相対値で表している。以下、図 5(a)の各項目を説明する。

• プ ラ イ ベ ー ト デ ー タ セ ン タ の 装 置 コ ス ト

(
∑

t aCvm(mmax)) は mmax の減少に対応して単調減少す

る。プライベートデータセンタに関連した管理コスト

(
∑

t Cope,pvt(mmax))も同様の傾向である。

• プライベートデータセンタの電力コスト (
∑

t aCpwr(mt))

は仮想サーバ稼働台数 mt に依存して変化する。ただし、

mmax = 8 から mmax = 3 へ変化させても、稼働率の変化

が小さく電力コストの差がほとんど生じない。

• パブリックデータセンタの装置コスト (
∑

t a
′C′

cap(m
′
t, λ

′
t))

は、ほぼオンデマンドでの仮想サーバ利用 コスト

(
∑

t a
′c′vm(m′

t)) に等しく、mmax = 3 より小さくなると急

激に増加する。パブリックデータセンタに関連した管理コスト

(
∑

t Cope,pbl(m
′
t))も同様の傾向である。

以上の結果、本稿の条件設定では、mmax = 3 のときに目

的関数 (7)は最小となった。プライベートデータセンタのみで

処理を行う場合 (mmax = 8) は装置コストと管理コストに起

因して、また、パブリックデータセンタのみで処理を行う場合

(mmax = 0)は装置コストに起因して、それぞれハイブリッド

クラウドシステムとして配備する場合よりコスト高となった。

次に、図 5(a) と同様のリクエスト受信率予測値に従って各

データセンタに仮想サーバを配備した時に、リクエスト受信率

実測値を用いて算出した応答時間が制約条件 (8)あるいは制約

条件 (9)を守れなかったタイムスロットの割合を図 5(b)に示



(a) プライベート仮想サーバ最大数に対する全体コス

トの変化

(b) プライベート仮想サーバ最大数に対する応答性能

の変化

(c) リクエスト受信率予測信頼区間に対する最適全体

コストと応答性能の変化

図 5 全体コストと応答性能の評価

す。リクエスト受信率予測値の誤差がない場合は、全てのタイ

ムスロットにおいて r95t ≤ 0.15、r′
95
t ≤ 0.15を満たすが、予測

誤差のために r95t > 0.15、r′
95
t > 0.15となるタイムスロットが

発生する。仮想サーバ配備数上限mmax = 1では、プライベー

トデータセンタにおいて制約条件 (8)を守れないタイムスロッ

トの割合が 40%程度もあるが、これは予測誤差がわずかであっ

ても、仮想サーバの処理性能が小さいために大きな遅延となっ

て現れるためである。この割合は、全体コストが最小化される

mmax = 3では、約 7%と最小値に近い値となっている。

この応答制約 (8)(9) を守れなかったタイムスロットの割合

は、リクエスト受信率予測信頼区間を大きくすることで改善さ

れる。図 5(c)は、区間推定を行った場合の信頼区間を横軸にと

り、全体コストを最小化するmmaxのときの応答制約 (8)(9)の

何れかを満たさないタイムスロットの割合と、全体コスト最適

値をプロットしている。図 5(a)と図 5(b)の最適値 (mmax = 3

の値)は、図 5(c)において信頼区間が 0%での値に対応してい

る。制約を満たさないタイムスロットの割合と全体コストは、

トレードオフの関係にあり、本稿の設定では、応答制約を満た

さないタイムスロットの割合が約 1/100となるときに、全体コ

ストは約 2倍となった。

5. お わ り に

本稿では、ハイブリッドクラウドシステムを対象としてクラ

ウドバースティングにおける全体コストと性能の評価を行った。

評価の結果、リクエスト受信率の予測に基づいて最小限の仮想

サーバ数をプライベートデータセンタとパブリックデータセン

タに分散稼働させることで全体コストを抑制できること、予測

誤差のために応答制約を満たさないタイムスロットの割合と全

体コストにトレードオフの関係が発生することを示した。今後

の課題として、プライベートデータセンタにおける仮想サーバ

配備数上限mmax を動的に変化させ、適応的に最適状態へと移

行する手法などの検討が挙げられる。
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